
（様式１）
年　月　日

　　経済産業大臣　名　　殿

都道府県知事（及び市町村長）　名
※複数の地方公共団体が連名で申請する場合は、それぞれの代表者名を記載すること


データセンター集積型GX戦略地域（都道府県名_候補エリア名）　計画申請書

記
１．申請主体・担当者連絡先

主たる申請者
	申請者
	都道府県名
	

	
	都道府県知事名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	



共同申請者
	申請者
	市区町村名又は
事業者名
	

	
	市区町村長名又は
事業者代表氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	


※市区町村や事業者と連名で申請する場合は、共同申請者を記載すること
※共同申請者が複数となる場合は、必要に応じて表を追加すること
※本申請書は計画の概要を記載するものであり、各項目の記載内容の詳細及び根拠を別添資料として必ず提出すること（様式自由）。また、本申請書の各項目の記入欄には、別添資料の該当する頁番号を必ず記載すること
２．データセンター集積拠点の候補エリアに関する事項

２．１　候補エリアの名称
　データセンター集積拠点の候補となるエリアの名称を御記載ください。
※一都道府県より複数の候補エリアを申請する場合は、下表に全ての候補エリア名を記載した上で、本申請書で詳細を記載する候補エリアについてはチェックボックスに印をつけること。
※なお、複数の候補エリアを申請する場合は、都道府県としての全体方針や各候補エリア及びその周辺の地域計画同士の齟齬がないようにした上で、可能な範囲で各都道府県において優先順位を付ける又は候補エリア数を絞って申請すること。
※集積拠点の候補となるエリアは、複数のデータセンターを一体的に運用できる可能性や電力系統の拡張性に鑑みた範囲（目安として半径10km圏内に、集積拠点全体で30ha以上（分譲面積）を目処、1箇所当たり10ha以上あると望ましい）とすること。
※候補エリア名称は、当該地域名や市区町村名等とすること。（例：東京都＿霞が関エリア）

	候補エリア名称
	本申請書で申請する候補エリア

	（都道府県名）＿〇○エリア
	☐


（必要に応じて行を追加してください）

２．２　候補エリアにおけるデータセンターの立地に関する想定
上記で選択した候補エリアにおいて、データセンター集積拠点として検討中の地点とその住所の一覧を御記載ください。
　※用地・団地名称がついている場合は下表へ記載すること。（任意）
※候補用地において区画割りが想定されている場合は、区画想定についても記載すること。申請時点で未造成であるなど、造成後の区画割りが想定できていない場合は、区画毎の想定に関する記載は不要。
※各候補用地及び開発予定用地等については、下表において用地①、用地②、…のように番号をつけること。
※各用地における区画については、各用地番号に続いて区画の通し番号をつけること
（例：用地①において3区画への整理が想定されている場合、区画①－１、区画①－２、区画①－３となる。各区画における用地・団地名称の記載は省略可）。

	用地番号
又は
区画番号
	用地・団地
名称
	住所

	用地①
	
	

	区画①－１
	
	

	区画①－２
	
	

	用地②
	
	


（必要に応じて行を追加してください）
	

（参考）エリア・用地・区画のイメージ
[image: ]

２．３　候補エリアの概観
地図上で候補エリアにおける各対象用地の位置関係、用地間の距離、主な周辺施設（危険物の貯蔵場所を含む）・道路等の概観をお示しください。
※全ての候補用地が一枚の地図上に収まるように画像を添付すること。
※地図上に各用地の用地番号も合わせて示すこと。

	[bookmark: _Hlk216382321]画像を添付してください
※必ず地図の縮尺をお示しください





各用地の拡大図を示し、区画割り及び接道状況が分かるように地図上にお示しください。
※地図上に各区画の区画番号も合わせて示すこと。
※各用地・区画の詳細がわかる地図（寸法入り）を別添すること。（電力インフラ整備の検討にあたって、一般送配電事業者に共有します。）
【用地①】
	画像を添付してください
※必ず地図の縮尺をお示しください


（必要に応じて上表を追加してください）


３．電力インフラの整備に関する事項
（本セクションで記載の内容は電力インフラ整備の検討に当たって一般送配電事業者に共有します）

GW級のデータセンター集積の形成に向けた、各用地及び区画において想定するデータセンター規模を御記載ください。
　候補用地として記載した用地・区画において、今後立地を予定しているデータセンター事業者が存在し、かつ当該事業者が契約申込済みである場合は、その申込内容も御記載ください。（下表の(b)に記載の四つの項目）
　また、有望地域に選定された場合に自治体が申込を見込んでいる容量を御記載ください。
　
※原則、以下となることを想定しています。
	（a）想定するデータセンター規模
＝（b）契約申込済みの契約電力＋（c）自治体が申込を見込んでいる容量



※(b)の四項目を記載する場合は、契約申込済みの内容に関する根拠資料の添付は不要。

	用地番号
又は
区画番号
	（a）想定する
データセンター規模
	（b）当該用地に立地予定の
データセンター事業者が
契約申込済みである場合
その申込内容
	（c）有望地域に
選定された場合に
自治体が申込を
見込んでいる容量

	用地①
	（全体で）
MW
	申込者　　　　：
契約電力(MW)  ：
受電電圧　　　：
供給開始希望日：
	MW

	区画
①－１
	（全体で）
MW
	申込者　　　　：
契約電力(MW)  ：
受電電圧　　　：
供給開始希望日：
	MW

	区画
①－２
	（全体で）
MW
	申込者　　　　：
契約電力(MW)  ：
受電電圧　　　：
供給開始希望日：
	MW

	用地②
	（全体で）
MW
	申込者　　　　：
契約電力(MW)  ：
受電電圧　　　：
供給開始希望日：
	MW


（必要に応じて行を追加してください。
区画割りが決まっていれば、区画の行に記載し、当該用地の行には記載不要です。）

　上記のデータセンター規模に対して、一般送配電事業者による変電設備の新設が必要な場合であって、上記用地の一部あるいは周辺の用地を変電設備の設置に供してよい場合は、その地図（寸法入り）を別添資料として提出してください。
· 参考：目安として変電所用地の面積は5ha前後ですが、設備によっては小さい面積でも設置できる場合があるため、これに限らず添付ください。複数候補がある場合は、全て添付してください。
· 添付がある場合は、当該用地に変電設備を設置することを選択肢として、一般送配電事業者が検討を行います。ただし、既存の電力インフラとの近接性や経済合理性等を踏まえて、他に優れた地点があれば、添付いただいた用地に変電設備を設置しない想定で検討を進める可能性もあります。
· 添付がない場合は、一般送配電事業者による変電設備用の用地取得に時間を要する場合があります。
· なお、変電設備の設置を想定する用地以外の用地・区画をもってデータセンター集積候補エリアとしての審査を行います。

	以下のいずれかを選択してください。

	☐　
	２．２で記載した用地の一部あるいは周辺の用地に変電設備の設置に供してよい用地がある（地図を添付する）（添付数：　　、別添　頁）

	☐　
	２．２で記載した用地のうち、一般送配電事業者による検討において、もっとも効率的な電力供給が可能な場所に変電設備を設置してよい（どの用地・区画を供してもよい）

	☐　
	変電設備の設置に供してよい用地がない



	変電設備の設置に供してよい用地がある場合、以下のいずれかを選択してください。

	☐　
	造成済みで一般送配電事業者へ引き渡す想定：（　　）年（　　）月頃予定

	☐　
	未造成で一般送配電事業者へ引き渡す想定：（　　）年（　　）月頃予定

	☐　
	その他：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





４．通信インフラの整備・拡張可能性に関する事項

対象エリアにおける通信インフラの整備状況及び拡充可能性について、登録電気通信事業者等とのコミュニケーションを通じて御記載ください。
※項目４．１の「使用可能な通信キャリア」を除き、各項目について相談・確認する通信事業者は、一者のみで差し支えない。
※以下の各項目については、通信事業者による机上調査を踏まえて、その整備可能性・見込み　　を記載すること。
※事業者に対して事実確認する場合があります。

４．１　各候補用地・区画における通信面のレジリエンスについての現状や整備見込み
※下表は候補用地毎に作成し、回答欄への記載内容は区画毎に記載すること
※別添資料は不要

【用地①】
	使用可能な通信キャリア
	候補用地までのアクセス回線を自ら設置可能な事業者を一者以上（キャリア冗長性について確認するため、可能な限り複数事業者）お示しください。（300文字以内）




	入線可能な経路
	候補用地に入線可能な経路数（「３経路以上」等）及び関連する定性的情報（特定の方向からは入線が困難である等）をお示しください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	地中管路、共同溝の
整備可能性
	整備の可否及びリスク要因（「冗長回線は架空が現実的」、「河川を跨ぐため管路設置の調整に複数年を要する」等）を、必要に応じて具体的な区間をとともにお示しください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	近傍通信ビル・局舎までの
冗長化可能性
	冗長化の可否及びリスク要因（「候補用地が山中にあるため一部出口が限定される」等）をお示しください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	通信キャリアの
保守拠点までの近接性
	物理面を含む障害発生時に迅速な対処が行える旨やその対策等
について御記載ください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）





（以下、必要に応じて表を追加してください）

４．２　各候補用地・区画における接続性についての現状や拡張可能性
※下表は候補用地毎に作成し、回答欄への記載内容は区画毎に記載すること
※別添資料は不要

【用地①】
	APN活用を含む伝送容量等確保の可能性
	想定されるデータセンターの規模や立地時期を念頭に、候補用地近辺の伝送容量等についての現状や拡張可能性を御記載ください。（300文字以内）
例：20XX年までに最大○○Pbps　等
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	現状利用可能なIX
	現状利用可能なIX及びその接続事業者の具体的な内容を御記載ください。また、将来的に利用可能なIXが整備される計画等がある場合には、その内容を具体的に御記載ください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）





（以下、必要に応じて表を追加してください）



４．３　候補地と他地域※との接続性についての現状や拡張可能性
※主に想定される対地。他の大需要地、データセンター集積拠点等

※複数の用地について記載内容が同一である場合は、繰り返し記載いただくか、枠内に「用地〇に同じ」のように記載すること。
※別添資料は不要

【用地①】
	APN活用を含む伝送容量等確保の可能性
	想定されるデータセンターの規模や立地時期を念頭に、候補エリアと他地域との接続性（伝送容量等）についての現状や拡張可能性を御記載ください。（300文字以内）
例：20XX年までに○○方向へ最大○○Pbps　等
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）





（以下、必要に応じて表を追加してください）


４．４　国際接続性に関する現状や拡張可能性

※複数の用地について記載内容が同一である場合は、繰り返し記載いただくか、枠内に「用地〇に同じ」のように記載すること。
※別添資料は不要

【用地①】
	使用が想定されている国際海底ケーブル陸揚局、国際接続のためのIX
	候補エリアからの使用が想定される国際接続に関する設備等について具体的に御記載ください。（300文字以内）
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	国際海底ケーブル陸揚局までのAPN活用を含む伝送容量等確保の可能性
	想定されるデータセンターの規模や立地時期を念頭に、候補エリアと上述の国際海底ケーブル陸揚局（近傍エリアを含む）との接続性（伝送容量等）についての現状や拡張可能性を御記載ください。（300文字以内）
例：20XX年までに○○へ最大○○Pbps　等
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）




	国際接続のためのIXまでのAPN活用を含む伝送容量等確保
	想定されるデータセンターの規模や立地時期を念頭に、候補エリアと上述の国際接続のためのIX（近傍エリアを含む）との接続性（伝送容量等）についての現状や拡張可能性を御記載ください。（300文字以内）
例：20XX年までに○○へ最大○○Pbps　等
※見込みについて確認した事業者名もあわせて記載すること。
（事業者名：　　　　　）





（以下、必要に応じて表を追加してください）



５．その他ユーティリティ及び地理的特性に関する事項
５．１　各候補用地に関する詳細情報

各候補用地及び区画に関する整備状況や地理的特性を御記載ください。候補用地での区画割りが想定されている場合は、用地全体の情報に加え、各区画の情報も御記載ください。

【用地①】
	（ア）用地面積
	用地①及び用地①内の各区画の面積を御記載ください。
分譲可能面積及び開発予定面積を御記載ください。
※開発予定面積は当該用地又は区画が未造成又は造成中の場合にのみ記載
（各区画の面積については必要に応じて行を追加して下さい）

	
	総分譲可能面積
	ha
	総開発予定面積
	ha

	
	区画①－１
	分譲可能面積
	ha
	開発予定面積
	ha

	
	区画①－２
	分譲可能面積 
	ha
	開発予定面積
	ha

	（イ）
用地及び区画の
確保･開発状況

	a.当該用地の現在の所有者
※自治体が所有していない場合は、今後の取得見込みについて、所有者との協議状況やスケジュールを含めて備考欄へ記載すること
※本申請に際して所有者名の記載への同意が得られない場合は、チェックボックスのみ記入し、所有者名に「所有者名の掲載不可」と記載すること

【用地①又は区画①-１】
	☐都道府県が所有
☐市町村が所有
☐事業者が所有（所有者名：　　）
☐その他（所有者名：　　）
☐不明・未確認

	備考欄（150文字以内）：
XXXX（別添〇頁を参照）



（必要に応じて表を追加してください）


	
	b. 都市計画における当該用地の区域区分及び用途地域（150文字以内）
XXXX（別添〇頁を参照）


	
	c.当該用地の開発段階及び造成手法（下記のチェックボックスにてお選びください）（電力インフラ整備の検討に当たり一般送配電事業者に共有します）

【用地①又は区画①-１】
	開発段階
☐構想・計画段階
☐開発が確定しているが未造成
☐造成中
☐造成済み

	造成手法（開発段階に関わらずお答えください）
☐切土
☐盛土


（必要に応じて表を作成してください）


	
	d.（設問c.にて「開発段階：造成済み」以外の用地又は区画がある場合）造成スケジュールや総事業費を踏まえた、資金調達計画（地方公共団体の予算計画／融資の計画等）とその実現可能性を具体的に御記載ください。
※造成計画に関する資料がある場合は、別添資料として添付すること
※予算計画及び融資の計画については、実現可能性を示す根拠資料を提出すること

【用地①又は区画①-１】
	造成スケジュール
· 着工予定年月：
· 竣工予定年月：

	資金調達計画
☐造成費用見込み：　　円
☐自治体主体の造成となる場合
☐自治体予算の活用
　　　予算名：　　　　　　　　　　／確保予定額：　　円
☐外部機関からの資金調達
　調達予定先：　　　　　　　　／調達予定額：　　円
☐その他事業者主体の造成となる場合
　　　事業者名：

	備考欄（300字以内）：
XXXX（別添〇頁を参照）



（必要に応じて表を作成してください）


	（ウ）
災害リスク
	下記a.～e.について、当該用地の災害リスク等に関する情報を御記載ください（それぞれ150文字以内）。
※区画毎の記載は不要
※ハザードマップ等の根拠資料も別添資料として添付すること

a.津波・洪水（内水含む）
：XXXX（別添〇頁を参照）

b.土砂災害
：XXXX（別添〇頁を参照）

c.地震（南海トラフ大地震・首都直下型地震のリスク含む）・断層からの距離
：XXXX（別添〇頁を参照）

d.液状化・地盤沈下
：XXXX（別添〇頁を参照）

e.地域としての災害対策の計画
：XXXX（別添〇頁を参照）


	（エ）
交通アクセス
	下記a.～d.について、当該用地の交通アクセスに関する情報を御記載ください（それぞれ150文字以内）。
※区画毎の記載は不要
※当該用地の図面や地図等の根拠資料を添付すること

a.国内交通アクセス（高速道路インターチェンジからのアクセス、鉄道やバス等の公共交通機関によるアクセス、空港からのアクセス）
：XXXX（別添〇頁を参照）

b.国際交通アクセス（国際空港からのアクセス）
：XXXX（別添〇頁を参照）	

c.当該用地の接道状況
※今後整備予定であれば、いつ頃整備完了見込みかを記載すること
：XXXX（別添〇頁を参照）

d.その他特記事項
※各種交通機関からのアクセス経路における交通規制状況、重量規制などへの対応のための工事計画等があれば記載
：XXXX（別添〇頁を参照）


	（オ）
水の利用可能性
	a.当該用地において利用可能な用水の種類（チェックボックスで選択）と、申請時点での日利用可能量（トン/日）を御記載ください。
※区画毎の記載は不要

☐工業用水（雑用水）：XXX　トン/日（別添〇頁を参照）
☐上下水道　　　　 ：
☐井水・地下水　　 ：
☐その他　　　　　 ：

	
	b.その他、当該用地を含む候補用地周辺エリアでの水供給量増加の計画等が既にある場合は、その情報を御記載ください。（300文字以内）
※区画毎の記載は不要

XXXX（別添〇頁を参照）






※用地②以降についても同様に表を追加してください




５．２　候補エリアに対するデータセンター事業者からの立地ニーズ

　候補エリア・候補用地におけるデータセンターの立地及び今後の誘致について、データセンター事業者からの問い合わせの状況や自治体から事業者に対するヒアリングを含む、民間事業者との協議状況及び検討状況について御記載ください。
※事業者に対して事実確認する場合があります

	各用地に対する引き合い状況
	候補用地に対するデータセンター事業者からの引き合い状況を御記載ください。
※LOI締結など、投資意欲を示す書類等がある場合は、「g.その他」に件数を記載し、当該書類を別添資料として提出すること

【用地①】
	事業者からの検討状況とその件数
a. 問い合わせのみ　　　　　　：　件
b. 自治体等関係者との協議段階：　件
c. 現地視察　　　　　　　　　：　件
d. 地権者交渉段階　　　　　　：　件
e. 土地取得済　　　　　　　　：　件
f. 着工済　　　　　　　　　　：　件
g. その他　　　　　　　　　　：　件

	各事業者の検討状況の詳細
複数事業者が検討している場合は、適宜表を追加ください。
	事業者名
	

	事業者の概要・
開発実績
	

	対象区画
	（区画番号を記載）

	検討状況
	選択
	自治体との
協議開始時期
	年　月

	想定着工時期
	年　月

	想定開発面積
	ha

	想定受電量
	MW



備考欄（300文字以内）：

XXXX（別添〇頁を参照）



（以下、必要に応じて候補用地毎の表を作成してください）


	　近隣エリアへの引き合い状況
	上記に記載した候補用地における引き合い状況のほかに、近隣エリア（同市町村内等）においてデータセンター立地に関する問い合わせ及び協議が進んでいる事例があれば御記載ください。
※LOI締結など、投資意欲を示す書類等がある場合は、「g.その他」に件数を記載し、当該書類を別添資料として提出すること

a. 問い合わせのみ　　　　　　：　件
b. 自治体等関係者との協議段階：　件
c. 現地視察　　　　　　　　　：　件
d. 地権者交渉段階　　　　　　：　件
e. 土地取得済　　　　　　　　：　件
f. 着工済　　　　　　　　　　：　件
g. その他　　　　　　　　　　：　件

各事業者の検討状況の詳細を御記載ください。複数事業者が検討している場合は、適宜表を追加ください。
複数事業者が検討している場合は、適宜表を追加ください。
	事業者名
	

	事業者の概要・
開発実績
	

	検討場所（住所）
	

	検討状況
	選択
	自治体との
協議開始時期
	年　月

	想定される着工時期
	年　月

	想定される開発面積
	ha

	想定される受電量
	MW





	その他協議・
検討状況
	自治体主導によるデータセンター事業者への意見交換やヒアリング調査など、データセンターの誘致に関連して行った検討や調査の実績があれば御記載ください。（自由記述：300文字以内）

XXX（別添〇）











６．データセンター集積拠点を起点とした地域内の産業競争力強化に関する事項

６．１　データセンター集積の形成を念頭に置いた地域産業活性化の全体構想
データセンター集積の形成に関連する地域の既存産業政策やデータセンター集積の形成を起点とした地域の産業政策、データセンターを活用したAIの活用や産業DX等に係る地域の全体構想を具体的に御記載ください（500文字以内）。

	
XXX（別添〇頁を参照）




６．２　AIの活用や産業DX等について具体的に予定している事業構想
[bookmark: _Hlk215507773]データセンターを活用したAIの活用や産業DX等について、具体的に予定している事業の（ⅰ）事業者名／学術機関／研究機関名等、（ⅱ）事業概要、（ⅲ）スケジュールを御記載ください（500文字以内）。

	
XXX（別添〇頁を参照）





７．脱炭素化への貢献に関する事項
脱炭素電源の更なる供給増や地域内における脱炭素電源の利用拡大に係る計画について、以下の観点を含めて御記載ください。
I. 主たる申請者である都道府県における脱炭素電源の供給増に係る取組
（例）当該都道府県内における現在の脱炭素電源の発電設備容量（稼働中のものに限る）／発電量・2030年頃を目安とした脱炭素電源の供給増に係る目標等
II. 主たる申請者である都道府県に立地する脱炭素電源を活用した電力メニューの存在や今後の創設予定※
（例）当該都道府県内の非化石価値を活用した脱炭素電力メニュー等
※必要に応じて、小売電気事業者等と相談して記載すること
III. 集積拠点に入居する事業者に対して、脱炭素電源の活用を促す計画や仕組み等※
※DC事業者の受容性にも配慮しつつ設定すること
（例）事業者に対して脱炭素電力〇％の使用を促す等
IV. 集積拠点に入居する事業者に対して、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（以下「省エネ・非化石転換法」という）のうち特にデータセンターに係る規定の遵守※を促す計画や仕組み等
※具体的には以下を指し、集積拠点への入居要件とすること等で促すことを想定。
・2026年度以降、データセンター業に係る省エネ法の定期報告内容等を、毎年度、事業者のホームページ等で公表すること。
・2028年度以前に新設予定のデータセンターは、PUEを1.4以下とすること。2029年度以降に新設予定のデータセンターは、設計時PUEを1.28以下、稼働開始後２年経過以降のPUEを1.3以下とすること。

	（Ⅰ）主たる申請者である都道府県における脱炭素電源の供給増に対する取組（300文字以内）

	XXX（別添〇頁を参照）


	（Ⅱ）主たる申請者である都道府県に立地する脱炭素電源を活用した電力メニューの存在や今後の創設予定（300文字以内）

	XXX（別添〇頁を参照）


	（Ⅲ）集積拠点に入居する事業者に対して、脱炭素電源の活用を促す計画や仕組み等（300文字以内）

	XXX（別添〇頁を参照）


	（Ⅳ）集積拠点に入居する事業者に対して、省エネ・非化石転換法のうち特にデータセンターに係る規定の遵守を促す計画や仕組み等（300文字以内）

	XXX（別添〇頁を参照）


	その他、自由記述欄（300文字以内）

	XXX（別添〇頁を参照）




８．地域との連携等に関する事項
８．１　データセンター集積拠点の形成に向けた連携状況
データセンター集積拠点の迅速な整備に向けて、電力事業者や通信事業者、不動産事業者、建設業者、その他各種コーディネーター等との連携状況について御記載ください。
※事業者に対して事実確認する場合があります

	連携・協議している事業者名
	検討内容（150文字以内）

	
	XXX（別添〇頁を参照）


（必要に応じて行を追加してください。）

個々の事業者との連携に加え、自治体がデータセンターの誘致やデータセンター立地のための環境整備等のために行っている取組、当該地域を含む広域的なエリアでのコンソーシアムにおける検討等の取組があれば御記載ください。（300文字以内）
	
XXX（別添〇頁を参照）




８．２　データセンター事業者と地域の共生方針案
　主たる申請者である都道府県及び共同申請者である市区町村において、地元住民や地域との共生体制を築くために今後実施を検討されている内容（構想段階でも可）や、既に実施されている内容があれば御記載ください。

	GX戦略地域に選定された場合、今後策定予定の「データセンターの新設および運用における地域共生のガイドライン」に記載される内容を事業者に遵守させることへのコミットメントを宣言できるか。
※参考：第５回ワット・ビット連携官民懇談会ワーキンググループ資料5-2

	☐はい　☐いいえ



	今回申請する候補地の選定に当たり、地域との共生の観点を踏まえた上で選定できているか。「はい」の場合、どのように考慮したかを御記載ください。（300文字以内）

	☐はい　☐いいえ

	（「はい」の場合）

XXX（別添〇頁を参照）


	データセンターの誘致に関して、自治体主体で地元説明会を実施したことがあるか、今後実施予定か。実施済み又は今後実施する予定がある場合、説明内容や開催概要について御記載ください。（300文字以内）

	☐過去に実施済み　☐今後実施する予定がある　☐検討中　☐実施する予定はない

	（「過去に実施済み」・「今後実施する予定がある」の場合）

XXX（別添〇頁を参照）


	データセンター事業者や地元住民向けの専用の相談窓口を用意するなど、地域での課題に対応できる体制の構築に向けて取り組んでいるか。実際に取り組んでいる場合、その取組内容についての詳細を御記載ください。（300文字以内）

	☐実際に取り組んでいる　☐検討中　☐実施する予定はない

	（「実際に取り組んでいる」場合）

XXX（別添〇頁を参照）


	自治体独自にデータセンター立地に関して条例やルールを設けているか。（300文字以内）

	☐設けている　☐具体的に検討している　☐検討していない

	（「設けている」・「具体的に検討している」場合の概要）

XXX（別添〇頁を参照）


	その他の地域共生に関する取組（自由記述・300文字以内）

	
XXX（別添〇頁を参照）
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